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第3章　基本理念と施策体系などについて

1．基本理念・基本方針

⑴　基本理念
　�　高齢者を取り巻く社会・経済情勢は厳しく、また刻々と変化していますが、本市が
総合計画で掲げる都市像「市民と地域が学び高め合う、安心協働都市」の実現を目指し、
本計画においては以下の基本理念を中心に据え、今後3年間の高齢者福祉施策を進めて
いきます。
　�　第8期計画においては、団塊の世代が75歳以上となる2025年（令和7年）、高齢者
人口がピークを迎えるとともに現役世代が急減する2040年（令和22年）を見据え、高齢
者の地域での生活を支える地域包括ケアシステムをより一層深化・推進するため、その
旨を副題として掲げた上で、自分らしくずっと安心して健康に暮らせるまちとなるよう、
各種施策に取り組みます。
　�　国の基本指針において、地域包括ケアシステムは、地域共生社会の実現に向けた中核
的な基盤とされています。第8期計画においても、地域包括ケアシステムの深化・推進を
通じ、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合い
ながら暮らしていくことのできる地域共生社会の実現を目指します。

【基本理念】自分らしく安心して暮らせる健康長寿社会の実現
（地域包括ケアシステムの深化・推進）

　高齢者が、住み慣れた地域で、人や社会とつながり、健康で生きがいを持ち、いつ
までもいきいきとした生活ができるよう、支え合いによる生活支援や疾病・介護
予防を推進するとともに、介護サービス基盤の整備・充実を図り、自分らしく安心
して暮らせる健康長寿のまち「にいがた」を目指します。

⑵　基本方針
　��　基本理念の実現に向け、具体的な施策を定めていく必要があります。第8期計画に
おいては、第7期計画に引き続き、「予防」、「生活支援」、「介護」、「医療」、「住まい」の
5つのキーワードを基礎とした視点（基本方針）に体系を分類し、各種施策を展開します。

【基本方針】
　「予防」･････････････ 	介護予防・健康づくり、社会参加の推進
　「生活支援」･････････ 	生活支援サービス等の充実
　「介護」･････････････ 	介護保険サービスの充実
　「医療」･････････････ 	在宅医療・介護連携、認知症施策の推進
　「住まい」･･･････････ 	住まい・施設の基盤整備の推進
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2．地域包括ケアシステム深化・推進のための重点取組事項

　高齢者人口の増大や単身高齢者世帯、認知症高齢者の増加などにより、医療や介護ニーズ、
日常の生活支援に対するニーズがさらに増す一方、現役世代の人口が減少し、担い手の
不足が見込まれるため、地域においてより効果的で効率的に高齢者を支える仕組みが必要
です。
　団塊の世代が75歳以上となる2025年（令和7年）、高齢者人口がピークを迎えるととも
に現役世代が急減する2040年（令和22年）に向けて、予防・生活支援・介護・医療・住まい、
この5つの要素が連携しながら、住み慣れた地域で、自分らしく、安心して暮らし続ける
ことができるよう地域全体で高齢者を支える仕組み「地域包括ケアシステム」を深化・
推進します。

　第8期計画においては、本市の実情を踏まえながら、次の事項に重点的に取り組みます。

⑴　在宅医療・介護連携の推進
⑵　認知症施策の推進
⑶　生活支援・介護予防・健康づくりの推進
⑷　介護人材確保の取り組みの強化

医療と介
護の連携を進めていきます。

●ボランティア団体、地縁団体、NPO
等による生活支援・日常の助け合い
（見守り、買い物、ゴミ出し、掃除等）

困ったときは、「助けて！」と
言い合える地域に

総合相談やサービスの
コーディネートを行います

地域包括支援センター
ケアマネジャー

・認知症サポーターの養成
・認知症初期集中支援チーム

認知症になっても
安心して暮らせるまちづくり

●訪問型、通所型、地域密着型
　サービス等の在宅系サービス
●特別養護老人ホーム、介護老人
　保健施設などの施設系サービス

介 護
介護が必要になったら…

●自宅
●サービス付き高齢者向け
　住宅等

住まい
「どのように暮らしたいか」が
大切です。

・救急医療体制の整備
・在宅医療に関する市民出前講座等の開催

具体的な取組

具体的な取組 具体的な取組

・リフォーム支援、 多様な住まいの確保等
具体的な取組

・介護（介護予防）サービスの充実
・施設の整備

具体的な取組

●かかりつけ医、訪問看護、
　歯科、薬局等
●病院（急性期、慢性期等）

医 療
病気になったら…

地域の
茶の間

●体操教室、健康教室
●老人クラブ活動等

介護予防いつまでも元気に暮らすために…

新潟市では支え合いのしくみづくりを推進するため、各地域の課題を把握し、足りない支援は何か等について話し合う「支え
合いのしくみづくり会議」を各区・各日常生活圏域に設置し、その中から「支え合いのしくみづくり推進員」を選出しました。例
えば「地域の茶の間を始めようと思っているんだけど、どうしたらいいのだろう…」という方は、ぜひ推進員にご相談ください。

支え合いの地域づくり

・在宅医療・介護連携センター／ステーション
・在宅医療ネットワーク活動支援

具体的な取組

生活支援

支え合いの
しくみづくり会議・推進員

・住民主体の支援活動
 団体への補助
・担い手の養成

・フレイル予防事業 ・幸齢ますます元気教室
・にいがたし元気カアップ・サポーター
・認知症予防出前講座 ・総おどり体操
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⑴　在宅医療・介護連携の推進
　�　市民が疾病等を抱えても住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、日常の
療養支援から急変時の対応、看取りまで切れ目のない医療サービスを提供することが
必要です。
　�　本市においては、平成27年度以降、在宅医療・介護連携センターと、各区に在宅医療・
介護連携ステーションを順次設置するほか、各地域で活動する在宅医療ネットワークを
支援し、在宅医療・介護連携の取り組みを推進してきました。
　�　一方で、在宅医療を担う医師や看護師などの人材確保や、人生の最終段階における
医療、看取り等への市民の理解を深めるための普及啓発をさらに強化して取り組みます。

　【主な関連事業】

○在宅医療・介護連携推進事業
○在宅医療・介護連携推進協議会
○地域医療連携強化事業
○地域看護連携強化事業

○ご当地連携研修会
○�医療と介護の市民講座、働く人のため
の医療・介護セミナー、医療と介護の
出前スクール

在宅医療・介護連携の推進
◆住み慣れた地域や自宅等で切れ目なく医療や看護を受け
　られる在宅医療体制の構築を推進
◆地域の医療・介護の多職種連携を推進するため、
　在宅医療・介護連携センター及びステーションを開設・
　運営

◆24時間対応の訪問介護・
　看護サービス、小規模
　多機能型居宅介護等により
　住み慣れた場所での療養
　生活を支援

◆地域全体で高齢者等を見守る
　体制強化
◆介護予防・生活支援活動の充実

◆高度救命救急、がん医療等の
　高度専門的機能の充実

◆救急患者の
　確実な受入

◆高度急性期、急性期、
　回復期、慢性期の各
　病院間の連携を確立

◆早期の在宅復帰、
　社会復帰を目指す

高度急性期病院

回復期病院

急性期病院

ケアマネジャー

地域包括支援センター

特別養護老人ホーム
老人保健施設

小規模多機能

在宅介護
サービス

介護予防

コミュニティ協議会　自治会　民生委員
地域ボランティア　NPO等

区役所
市役所
社協
県

慢性期病院

入院医療

かかりつけ医

連携強化

住まい
（住み慣れた場所）
家族・患者

機能分化の
推進

在宅医療・介護連携
センター及び
ステーション外来医療 訪問看護

在宅医療 歯科・薬局

介　護

生活支援 地域見守り
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⑵　認知症施策の推進
　�　認知症の人ができる限り住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができる社会の
実現を目指すため、認知症施策推進大綱に基づき、「正しい知識と理解の普及」、「予防と
社会参加」、「医療・介護連携による切れ目のない支援」、「認知症に理解のある地域社会の
実現」といった取組方針に沿って、施策を推進していきます。

　【主な関連事業】

○認知症サポーターなどの養成
○市民向け講演会や出前講座の開催
○認知症予防出前講座
○認知症初期集中支援推進事業
○�医療・介護関係者を対象とした研修会の
実施
○認知症サポート医の養成
○認知症疾患対策事業

○認知症地域支援・ケア向上事業
○グループホーム等整備推進事業
○徘徊高齢者家族支援サービス事業
○はいかいシルバーSOSネットワーク
○認知症カフェや家族会への支援
〇�認知症サポーター活動促進・地域づくり
推進事業

早期
発見
・
早期
診断

見守り事業所
認知症サポーター

認知症
地域支援推進員

・地域の介護事業所
・福祉サービス事業所
・福祉施設

地域包括支援センター

介護

地域

医療

初期集中支援チーム

・社会福祉士
・保健師
・主任ケアマネジャー

要介護要支援自立

予
防 症状に応じた

適切な対応
介護サービス
の活用

・認知症疾患医療センター
・かかりつけ医

・地域の健康教室
・認知症カフェ
・家族会
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⑶　生活支援・介護予防・健康づくりの推進
　�　地域包括ケアシステムにおいて、生活支援と介護予防は、専門的なサービスである医療・
看護、介護・リハビリテーション、保健・福祉の土台になると位置づけられています。
　�　本市では、地域の茶の間を生活支援と介護予防の土台として、支え合う地域がつくられ、
住民が主体の生活支援や一人ひとりの介護予防・健康づくり（健康寿命の延伸）につな
がることを目指します。
　�　また、住み慣れた地域で、いつまでも元気に安心して暮らし続けるためには、健康と
要介護状態の中間であるフレイル（虚弱）の兆候を早期に発見し、「介護予防・健康
づくり」に取り組むことが重要になることからフレイル予防にも取り組みます。

　【主な関連事業】

【生活支援】
○介護予防・生活支援サービスの充実
○担い手の養成
【支え合いの地域づくり】
○支え合いのしくみづくり会議・推進員
○地域包括ケア推進モデルハウス
○地域の茶の間への支援
○地域での高齢者見守り

【介護予防・健康づくり】
○幸齢ますます元気教室
○認知症予防出前講座
○�にいがたし元気力アップ・サポーター制度
○総おどり体操
○フレイル予防事業
○オーラルフレイル予防事業
○健康相談・健康教育

生活支援
・日常生活のちょっとした困りごとな
どの支援を地域の実情に応じて、多
様な主体が参画し、多様なサービス
の提供が充実されるよう支援します

支え合いの地域づくり
・住民や地域が様々な機関とつながりながら、協働であたらし
い地域づくりを進めることができるよう支援していきます。

介護予防・健康づくり
・介護予防や健康づくりの意識を高め、
住民主体の活動を支援することで、い
つまでも健康で暮らし続けられるよう
支援します。

行　政

支え合いのしくみづくり会議
支え合いのしくみづくり推進員

・フレイル予防事業
・にいがたし元気力アップ
　・サポーター
・総おどり体操

支え合いのしくみづくりの土台
地域の茶の間

支　　援

・住民主体の
　訪問型生活支援

・幸齢ますます元気教室
・オーラルフレイル予防事業
・認知症予防出前講座

・担い手の養成

ＮＰＯ

住民 自治会
町内会

コミュニティ
協議会

老人クラブ

地域包括
支援センター

民間企業等

社会福祉協議会

民生委員
児童委員

ボランティア
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⑷　介護人材確保の取り組みの強化
　�　現役世代が減少する中においても、介護現場が地域における介護ニーズに応え、職員が
やりがいを持って働き続けられる環境づくりを進めるために、介護という仕事の魅力
発信、介護分野で働く人材の確保・定着などの取り組みについて、関係機関と連携しな
がら進めていくことが重要です。
　�　本市では、「介護の魅力発信」、「新たな介護人材の確保」、「介護人材の定着支援」の
3つの視点から各種施策に取り組むとともに、国や県、介護サービス事業所、介護福祉士
養成校、その他介護人材に関わる機関と連携して介護人材確保対策を推進します。

　【主な関連事業】

○�医療と介護の出前スクール
○介護施設見学会
○�にいがたし元気力アップ・サポーター制度
○担い手の養成

　○介護職員などを対象とした専門研修
　○介護職員等キャリアアップ支援事業
　○介護人材確保対策協議会
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3．日常生活圏域のあり方

　日常生活圏域は、人口、交通事情等の社会的条件や地理的条件、介護サービスを提供する
施設の整備状況などを総合的に勘案し、地域包括ケアシステムを構築する区域を念頭に
置いて、地域の実情に応じて定めるものです。
　本市では、単一または複数の中学校区を基本として29の日常生活圏域を設定し、この
圏域を単位として、地域密着型サービスなどの基盤整備を行うほか、地域包括支援センターを
設置し、高齢者への支援を行っています。
　高齢者人口の多い圏域においてはきめ細かな支援体制が構築しづらい状況となっている
ことから、地域の状況を踏まえ、課題のある圏域については見直しを検討します。

図　本市の日常生活圏域
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4．自立支援・重度化防止に向けた取り組みの推進

　介護保険制度は、高齢者がその有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができる
ように支援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減、悪化の
防止を理念としています。
　第8期計画では、地域の実情に応じた予防や重度化防止につながるさまざまな施策を
多角的に行うことにより、65歳以上の高齢者の要支援・要介護発生率を、「第5章　介護サー
ビス量の見込みなどについて」の中で推計した、過去の実績に基づく計画値未満となる
ことを目標に、高齢者の健康寿命の延伸と、自立支援・重度化防止を推進していきます。

　また、多様な取り組みの内容については、「第4章　施策の展開について」の中で記載し、
各年度の指標設定については、「各施策項目別の主な指標一覧」に記載しています。

高齢者の自立支援や重度化防止の取り組みに関する目標値

～高齢者の要支援・要介護発生率～

※各年10月1日時点の推計値。発生率の詳細は54ページを参照

R3 R4 R5

19.9％
を下回る

20.2％
を下回る

20.6％
を下回る
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第3章　基本理念と施策体系などについて

第
3
章

資
料
編

資
料
編
　

用
語
解
説

第
四
章

第
五
章

資
料
編

第
一
章

第
二
章

５．施策体系

【基本理念】自分らしく安心して暮らせる健康長寿社会の実現

1． 介護予防・健康づくり、社会参加の推進
 ［予防］

・健康づくりと介護予防の推進

・生きがいづくりと就労・社会参加の支援

・在宅生活を支援する福祉サービスの推進

・権利擁護の推進

・地域での見守り活動の推進

・地域の資源を活かした多様なサービスの

　充実

・地域包括支援センターの強化

・介護保険サービスの充実

・介護保険事業の円滑な実施

・介護人材の確保・定着およびその支援

・在宅医療・介護連携の推進

・認知症施策の推進

・多様な住まいの整備

・介護保険サービスの充実 [再掲 ]

　（施設・居住系サービス）

2． 生活支援サービス等の充実
 ［生活支援］

3． 介護保険サービスの充実
 ［介護］

4． 在宅医療・介護連携、認知症施策の推進
 ［医療］

5． 住まい・施設の基盤整備の推進
 ［住まい］

（地域包括ケアシステムの深化・推進）


